様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 　2022年　09月　20日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）ぱすこ              
一般事業主の氏名又は名称　株式会社パスコ      　
（ふりがな）しまむら　ひでき    
（法人の場合）代表者の氏名　島村　秀樹   印 
住所　〒153-0064
東京都目黒区下目黒1丁目7番1号　パスコ目黒さくらビル
法人番号　5013201004656　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	パスコグループ中期経営計画2018-2022


	公表日
	2018 年　5 月　9 日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	公表方法：ホームページ
公表場所：
https://www.pasco.co.jp/ir/library/pdf/other_18050902.pdf
開示文書：【パスコグループ中期経営計画2018-2022】
掲載個所： P.1　スライド2-3

	記載内容抜粋
	[パスコグループ中期経営計画2018-2022]では、パスコグループ経営ビジョンである「地球をはかり、未来を創る　～人と自然の共生にむけて～」のもと、「持続的な企業成長に向けた利益体質への変革」をテーマに、事業戦略の転換、将来への投資を実施します。
その実現のために、2022年度グループ連結営業利益額の倍増を目標として、次の方針を策定しました。
①データ流通社会の到来に向けた事業戦略の転換
・空間情報の可視化・分析・流通を中心とした新たなサービスモデルへの事業シフト
・継続契約型ビジネスと業務請負型ビジネスとの両輪による事業展開
②新たな空間情報の活用を見据えた将来への投資
・AU、IoT、ロボティクス、ブロックチェーン等の次世代ツールの導入による自動化、高度化の実現
中期経営計画を実現するための方針を受けて、中期経営計画の骨子として次の4点を策定しました。
①ビジネスモデルの転換
・公共・民間・海外・衛星事業ドメインの相互連携による新たな事業展開　等
②新たな事業領域への挑戦
・事業の開拓や創発による新領域や新事業への挑戦　等
③技術の革新と継承
・高頻度・高精度な空間情報処理技術への挑戦　等
④経営基盤の強化と企業価値の向上
・働き方改革の推進　等


	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会の承認を得た適時開示資料に記載されている事項



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	・パスコグループ中期経営計画2018-2022
計画概要と活動状況報告

	公表日
	・2022 年　08月　26 日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	公表方法：ホームページ
公表場所： 
https://www.pasco.co.jp/ir/library/pdf/other_220082401.pdf
開示文書：パスコグループ中期経営計画2018-2022
計画概要と活動状況報告
掲載箇所：P.3,P.7-10


	記載内容抜粋
	◆中期経営計画の骨子（P.3）
2018年に定めた「パスコグループ中期経営計画2018-2022」の5年目となる当期は、「持続的な企業成長に向けた利益体質への変革」の達成に向けて、中期経営計画の骨子に沿って、取り組んでおります。
① ビジネスモデルの転換　
② 新たな事業領域への挑戦
③ 技術の確信と継承
④ 経営基盤の強化と企業価値の向上
◆ビジネスモデルの転換と新たな事業領域への挑戦（P.7-8）
事業の開拓や創発による新領域や新事業への挑戦をしていきます。
①インフラ巡回監視の実証実験を実施: 自立飛行ドローンを活用して公共インフラ施設の巡回監視のサービス化を目指した実証実験を実施しております。
②防災コンソーシアム（CORE）へ参画: 災害に負けない強靭な社会へ向けた活動
③海外企業との協業　日本国内の超高精度航空写真撮影を開始
④リスク情報プラットフォーム構築の推進
⑤衛星データサービス企画株式会社設立
◆技術の革新と継承（P.9）
当社は、創業当初から、最先端の空間情報の収集技術を積極的に取り入れ、実用化を進めてきました。そして、社会課題の解決に向けた空間情報サービスの創出のために、絶えず新しい技術の開発、実用化研究に取り組んでいます。
①ドローン搭載型グリーンレーザー計測システムの導入
②車両搭載型計測システムを新たに開発
③航空機搭載型計測システムの最新技術を導入
④海底地形計測のためにマルチビーム測深機を導入
◆経営基盤の強化と企業価値の向上（P.10）
社内においては、サイバーセキュリティや基幹システムなどのIT基盤の強化を図り、ペーパレス化や押印廃止などの推進による管理プロセスの省力化、人事制度の改定、リモート環境での業務体制の強化など、DX化の推進により事業継続体制の強化を図っています。
①社内情報インフラ整備計画: リモート環境下でも安定した生産活動が維持できる環境整備と業務効率の向上などに取り組んでいます。
②人材育成: AI人材の育成などに取り組んでいます。


	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会の承認を得た適時開示資料に記載されている事項



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	公表方法：ホームページ
公表場所 
https://www.pasco.co.jp/ir/library/pdf/other_220082401.pdf

開示文書：パスコグループ中期経営計画2018-2022
計画概要と活動状況報告
掲載箇所：　P.6-10

	記載内容抜粋
	P.6
◆中期経営計画の達成に向けての実行体制として、各骨子に対して推進組織を設定しています
・ビジネスモデルの転換及び新たな事業領域への挑戦：経営戦略本部
・技術の革新と継承：事業統括本部
・経営基盤の強化と企業価値の向上：業務改革推進本部
P.8
◆経営戦略本部は、「リスク情報プラットフォーム構築」において、構想段階から担当をし、新サービスの構築、事業計画の策定を進めて、様々な分野からの参加企業の参画を募りリスク情報の拡充を図っています
P.9
◆事業統括本部は、絶えず新しい技術の開発、実用化研究に取り組んでいます（ドローン搭載型グリーンレーザー計測システム、車輛搭載型計測システム、航空機搭載型計測システム、海底地形計測のためのマルチビーム測深器）のハードウェア/ソフトウェアの選定、調達を実施し、実用化から社内での運用定着化までを担当しています
P.10
◆業務改革推進本部では、各主管組織と連携しながら、企業価値の向上を目指して各種課題に取り組んでいます
・リモート環境でも生産活動に支障がでないように、情報インフラの再整備と並行して、従来押印が必要だった書類を削減するためのルールの改訂、ペーパーレスを実現するためのシステム改良から、運用の定着化を実施し、業務効率化のための再設計等を実施しています
・AIリテラシーの向上と技術者育成を目的に、2019年度から、東京大学エドテック連携研究機構とオリジナルの教育プログラムを共同で開発し、AI人材の育成を進めており、2021年度は342名が受講しました



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	公表方法：ホームページ
公表場所： https://www.pasco.co.jp/ir/library/pdf/other_220082401.pdf
開示文書：パスコグループ中期経営計画2018-2022
計画概要と活動状況報告
掲載箇所：　P.10

	記載内容抜粋
	・重要課題を計画的に解消するため【中期IT計画】を策定し、実施しています。
情報インフラの再整備や基幹システムのさらなる強化、2021年度に全社に行きわたったリモート環境を活用した在宅勤務も定着しています。
さらに、シナジー効果の増大と意思決定の迅速化を図るため、都内７箇所に分散していた各部門を一カ所に集約、2021年5月から、本社を目黒区下目黒に移転しました。また、2022年6月には、データ処理能力の向上と事業継続リスク低減に向けて生産拠点を新潟に新設することを発表しています。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	・パスコグループ中期経営計画2018-2022
計画概要と活動状況報告

	公表日
	・2022 年　08月　26 日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	公表方法：ホームページ
公表場所：
https://www.pasco.co.jp/ir/library/pdf/other_220082401.pdf
開示文書：パスコグループ中期経営計画2018-2022
計画概要と活動状況報告
[bookmark: _GoBack]掲載箇所：　P.4-10

	記載内容抜粋
	◆達成に向けた取り組み　P.4-5
中期経営計画の目標達成に向け、シナリオにもとづき、各戦略（P.6-10）ごとに指標を決定して取り組みを進めています。
◆進捗状況を管理する仕組み　P.6
「パスコグループ中期経営計画 2018-2022」の中間報告を受けて、個別施策の行動計画を策定し、実施に向けたスケジュールを作成しています。個別施策に対してKPIとKGIを策定すると同時に四半期単位にフォローアップとして実績、課題を取りまとめて推進状況を管理しています
<補足説明>
◆ビジネスモデルの転換と新たな事業領域への挑戦：他社との協業による新サービスのリリース及び事業計画の策定件数　P.7-8
◆技術の革新と継承：ハード/ソフトの調達による新プロセスの確立の件数　P.9
◆経営基盤の強化と企業価値の向上：リモートワーク定着のためのリモートワーク勤務率 P.10
以上の項目を達成に向けた指標としています



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	・2022 年　08月　26 日


	発信方法
	公表方法：ホームページ 
公表場所：
https://www.pasco.co.jp/ir/medium-term-management-plan/
掲載箇所：株主の皆様へ

公表方法：ホームページ 
公表場所：
https://www.pasco.co.jp/ir/medium-term-management-plan/
”中期経営計画の達成にむけた活動報告”　内の下記PDF
https://www.pasco.co.jp/ir/library/pdf/other_220082401.pdf
開示文書：パスコグループ中期経営計画2018-2022　計画概要と活動状況報告
掲載箇所：P.4-5 （2）中期経営計画の達成に向けた年次方針

	発信内容
	◆2023年3月期の取り組み
「パスコグループ中期経営計画2018-2022」の最終年度となる2022年度（2023年3月期）も、目標に掲げる「持続的な企業成長に向けた利益体質への変革」の達成に向けて、継続して取り組んでまいります。
戦略的な投資を回収ステージへ転換すべく、より実行性を高める取り組みを実施し、中期経営計画の目標達成に向けた４年間の取り組みを評価・検証し、以下の４つの方針を定めました。
①最先端技術の実用化、生産プロセスの改革
航空機、ドローン、車両などを使った計測技術の高精度化により、データ利用量は増加しております。そこでデータ処理設備の充実とAIやRPAによる処理・生産プロセスを改革することで、信頼性と生産性向上の両立を目指します。
②新市場開拓、新たなビジネスの本格稼働
海外、物流、インフラ監視などの市場に対して、これまでの経験と最先端の技術を生かし、新たな市場開拓に挑戦し、持続的な企業成長を目指します。
③空間情報コンテンツとプラットフォームの普及
航空写真、衛星画像、3次元などの競争優位性を発揮できる空間情報コンテンツと、プラットフォームの提供により、空間情報ソリューション事業の拡大を目指します。
④経営基盤の強化、働き方改革
パスコDX、人事制度改革、AI人材育成などの活動を通して、デジタルトランスフォーメーションと働き方改革を推進し、持続的な成長を可能にするニューノーマル時代への対応を目指します。
当社グループは、これからも最先端の測量・計測技術を追求し、あらゆる手法で収集した高精度・高精細なデジタル化された空間情報を社会課題の解決に向けたソリューションとして提供し、持続可能な社会の構築を支援してまいります。

パスコグループ中期経営計画2018-2022　計画概要と活動状況報告
掲載箇所：P.4-5 （2）中期経営計画の達成に向けた年次方針
◆達成に向けたシナリオ
中期経営計画の目標達成に向け、以下のシナリオにもとづき、取り組みを進めています。
初期（計画１年目） 計画を具体的に実行するための移行期間と位置づけ、組織体制や仕組み・制度を構築
前期（計画２～３年目） 収益性の高い経営体質への抜本的な改革に向けて、計画的かつ戦略的に投資
後期（計画４～５年目） これまでの戦略的投資を回収ステージへ転換すべく、より実行性を高める取り組みへ



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	毎期、PDCAサイクルに基づいた分析・評価を実施している

	実施内容
	毎期、情報資産全体を管理し、課題については分析・評価を実施ている。
・JISQ内部監査、JISQ外部審査
・マネジメントレビュー
また「DX推進指標自己診断」（本申請の添付により提出）を用いた課題把握を実施している。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	毎期5月～10月に内部監査、外部審査を実施している

	実施内容
	・内部監査:マネジメントシステムおよびその運用の適合性、有効性、順法性を満たしているかを明確にするために実施。
・外部審査:審査機関：日本規格協会ソリューションズ（JSA）、BSIグループジャパン（BSI）、一般社団法人日本情報システム・ユーザー協会（JUAS）
審査実施日：2022/8/18～2022/9/16
JIS Q 9001:2015：更新審査
JIS Q 14001:2015：更新審査
JIS Q 20000-1:2020：更新審査
JIS Q 27001:2014：更新審査
JIS Q 27017:2016：更新審査
JIS Q 15001:2017：維持審査
・情報処理安全確保支援士25名、情報セキュリティスペシャリスト30名



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

